
経済的負担の調整の現状（イメージ図）
常用労働者数

障害者雇用数

４％又は６人の
いずれか多い数法定雇用数

56人

300人

納付金対象企業

（６３．７％）

調整金対象企業

（２１．５％）

報奨金

対象企業

（１．５％）

納付なし

（５５．７％）

法定雇用数を超過しているが

給付なし

（２０．４％）

不足 超過

経済的負担の調整

過不足

ゼロ企業※

（２２．４％）

過不足

ゼロ企業※

（１４．８％）

● 図のカッコ内の数値は、３０１人以上規模企業及び５６～３００人規模企業それぞれの全企業数を１００％とした場合の割合を示す。

※ 過不足ゼロ企業には、法定雇用数は超過しているが、給付の面では除外率が適用されないため、給付の対象とならない企業も含む。
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